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第１ 趣旨 

１ 本書の位置付け 

本書は，市が，福祉センターの管理運営を行う指定管理者を募集するに当たり，八千代市福

祉センター指定管理者募集要項（以下「募集要項」という。）と一体となり，指定管理者に要

求する福祉センターの管理運営業務の基準を示すものである。 

 

２ 管理運営に当たっての遵守事項 

指定管理者は，福祉センターの管理運営に当たって，本書に示す基準を満たした管理運営を

行うとともに，条例並びに条例施行規則のほか，関係法令その他市の定めるところに従うもの

とする。 

また，以下の事項に留意すること。 

⑴ 指定管理者制度の適正な理解に基づく業務の履行 

⑵ 市の施策の適正な理解に基づく業務の履行 

⑶ 関係法令等を遵守した業務の履行 

⑷ 協定書に基づいた業務の履行 

⑸ 管理運営体制の整備等 

 

第２ 管理の基準 

１ 休所日 

⑴ 毎月第３日曜日 

⑵ １２月２９日から翌年の１月３日までの日 

⑶ 老人福祉センターの浴室については，前号までの休所日の他に，水曜日と木曜日以外の日 

⑷ その他，指定管理者は，必要があると認めるときは市長の承認を得て臨時に開所し，又は

休所することができる。 

 

２ 開所時間 

⑴ 老人福祉センター浴室 

水曜日・木曜日 午前１０時から午後４時まで 

⑵ その他施設 

ア 月曜日～土曜日 午前９時から午後９時まで 

イ 日曜日     午前９時から午後５時まで 

⑶ その他，指定管理者は，必要があると認めるときは市長の承認を得てこれを変更すること

ができる 

 

３ 施設の使用許可等 

指定管理者は，条例の規定により，施設の使用を許可し，あるいは許可しないものとする。 

なお，指定管理者が行う許可その他の処分には，八千代市行政手続条例（平成９年八千代市

条例第９号）の規程が適用されるので留意すること。 
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４ 文書の管理・保存 

指定管理者は，福祉センターの管理運営を行うに当たって取得，又は作成した文書等の管理・

保存に関する文書管理規程等を別添１「文書保存期間基準表」に準じて定め，適正に整理の上，

管理に努めなければならない。 

また，サイバーテロ，コンピューターウイルス感染，情報漏えい，盗難等（以下「情報事故

等」という。）の発生に備えてセキュリティ対策を講じること。 

なお，情報事故等が発生し，又は不測の事態が発生した場合は，直ちに市に報告するととも

に，市の指示に基づき適切な対処を行わなければならない。 

 

５ 情報公開の取扱い 

指定管理者は，福祉センターの管理運営を行うに当たって保有する情報の公開について，必

要な措置を講じなければならない。 

また，八千代市情報公開条例（平成１２年八千代市条例第１号）に準じて「指定管理者○○

が行う八千代市福祉センターの管理運営に係る情報公開に関する規程」を定め，これに基づき

適正に処理しなければならない。 

 

６ 個人情報の取扱い 

指定管理者は，個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び別添２「個人

情報の取扱いに関する特記仕様書」を遵守し，個人情報を取り扱わなければならない。 

また，「指定管理者○○が行う八千代市福祉センターの管理運営に係る個人情報の保護に関す

る規程」を定め，使用者等から個人情報の開示，訂正及び使用停止の請求があったときは，適

切に対応しなければならない。 
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７ 関係法令等の遵守 

管理運営の遂行に当たっては，本仕様書のほか，以下の法令等を遵守しなければならない。 

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）及び同法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

⑵ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号） 

⑶ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号） 

⑷ 八千代市福祉センターの設置及び管理に関する条例（昭和５８年八千代市条例第１７号） 

並びに同条例施行規則（昭和５９年八千代市規則第２号） 

⑸ 八千代市行政手続条例（平成９年八千代市条例第１号）及び同条例施行規則（平成９年八

千代市規則第４号） 

⑹ 八千代市財務規則（平成８年八千代市規則第１５号） 

⑺ 八千代市情報公開条例（平成１２年八千代市条例第１号） 

⑻ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

⑼ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

⑽ 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号） 

⑾ 公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号） 

⑿ 公衆浴場法施行条例（平成５年千葉県条例第３２号） 

⒀ 公衆浴場における衛生等管理要領 

⒁ レジオネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針 

⒂ その他，福祉センターの管理運営に必要な関係法令等 

また，指定期間中，関係法令に改正があった場合には，適切に対処しなければならない。 

 

８ 守秘義務 

指定管理者は，福祉センターの管理運営を行うに当たって知り得た情報を第三者に漏らし，

他の目的に使用してはならない。 

また，管理運営に関する記録簿等を第三者に閲覧，複写，譲渡してはならず，指定期間終了

後も同様とする。ただし，市の承認を得た場合はこの限りではない。 

 

９ 環境への配慮 

指定管理者は，福祉センターの環境を安全，快適かつ衛生的に保ち，使用者への健康被害等

の未然防止に努めなければならない。 

また，環境負荷を抑制し，環境汚染等の発生予防，省資源，省エネルギーに努めなければな

らない。 
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第３ 管理運営体制 

 指定管理者は，福祉センターの管理運営を実施するに当たって必要な業務体制を構築し，

業務を円滑に実施すること。 

また，労働関係法令等を遵守し，労務に関する一切の責任を負うこと。 

１ 人員配置 

・ 業務従事者は直接雇用とし，社会保険及び雇用保険に加入すること。ただし，加入条件に

満たない勤務体系の者を除く。 

・ 施設の使用案内，使用受付，使用中の対応，監視等の業務を考慮し，使用状況等に応じた

人員配置，勤務体制とすること。なお，事務室として１階事務室を使用すること。 

・ 開所時間中は業務責任者又は副業務責任者のうち１名以上が在所のこと。ただし，市の承

認を得た場合は除くものとする。 

・ 従事者名簿を整理し，人事異動（変更があった場合）の都度，市に報告すること。 

・ 新たに発生する雇用については，八千代市民の雇用に努めること。 

・ サービスの質の向上を図るため，専門的なサービスを提供できる人材の確保を行い，必要

に応じて業務主任を配置すること。 

⑴ 業務責任者 

以下の基準を満たす者を管理運営業務の指揮及び監督を行う業務責任者とし，市に報告す

ること。なお，業務責任者を変更する場合も同様とする。 

ア 常勤の社員であること。 

イ 関係法令の知識を備えていること。 

ウ 公の施設の運営に当たるに相応しい人格と識見を備えていること。 

エ 組織の長として，リーダーシップを発揮する能力と経験があること。 

オ 地域福祉活動，健康増進を図る施設の管理・運営について識見を備えていること。 

カ 類似施設（福祉施設等）での勤務経験がある者を可能な限り配置すること。 

⑵ 副業務責任者 

以下の基準を満たす者を副業務責任者とすること。 

ア 常勤の社員であること。 

イ 類似施設（福祉施設等）での勤務経験がある者を可能な限り配置すること。 

ウ 業務責任者を補佐し，業務責任者不在時には業務責任者業務を代行するに相応しい人格

と識見を備えていること。 

エ 人数については，必要に応じ配置すること。 
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⑶ 資格取得者の配置 

指定管理者は，自己の責任及び負担により，指定の期間開始日の前日までに，以下の資格・

免許等を取得した者及び管理運営業務の実施に当たって，必要な資格・免許等を取得した人

員を配置すること。 

なお，特に断りのない場合について，資格等取得者の重複又は再委託を可とする。 

⑷ 施設の安全管理担当者の配置 

ア 施設の警備等を行う者を配置すること。 

イ 施設の管理時間中は常時配置すること。（夜間は機械警備で対応） 

 

２ 研修等の実施 

  指定管理者は，福祉センターの管理業務を実施するに当たって必要な知識及び技術（資格）

の習得，並びに資質の向上を図るため，必要な訓練並びに教育及び研修等を計画的に実施する

こと。 

 

３ 服務等 

⑴ 指定管理者は，業務従事者に対して公益の使命を自覚させ，使用者を満足させる接遇（服

装，身だしなみ，言葉づかい等）を徹底すること。 

⑵ 業務従事者は，名札を着用すること。なお，名札は指定管理者が準備すること。 

⑶ 指定管理者は，公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号）による通報，相談窓口の

設置等について，別添３「八千代市職員等の公益通報に関する要領」に基づき対応すること。 

 

４ 業務マニュアルの作成 

指定管理者は，管理運営を行う上で必要な業務マニュアルを作成し，市の承認を得ること。 

 

第４ 指定管理者が行う業務 

１ 業務の範囲 

⑴ 運営業務 

高齢者の健康の維持増進，福祉の増進並びに地域福祉活動の推進等に寄与するため，施設

の使用に必要な便宜の供与を行うこと。 

ア 福祉の増進を図るための各種の相談に関する業務  

イ 高齢者の健康の維持増進に関する業務 

ウ 地域福祉活動の推進に関する業務 

エ 福祉センターの施設及び設備の提供に関する業務 

資格名 根拠法令等 人員 備考 

甲種防火管理者 
消防法 

（昭和２３年法律第１８６号） 
１人 再委託不可 

第３種以上の電気主任技術者 
電気事業法 

（昭和３９年法律第１７０号） 
１人 再委託可 
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⑵ 管理業務 

福祉センターの施設，設備，備品等（以下「施設等」という。）の正常な機能を維持し，使

用者が安全，快適かつ衛生的に使用できるよう，施設等の維持管理を行うこと。 

ア 福祉センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

⑶ その他の業務 

上記の他，経理に関する業務や事業に関する計画及び報告等で福祉センターの管理運営を

行うに当たり，必要な業務を行うこと。 

ア その他市長が施設の管理運営上必要と認める業務 

⑷ 自主事業 

指定管理者は，福祉センターを使用して，福祉センターの使用を阻害しない範囲で自らの

提案による事業を実施し，自らの収入とすることができる。 

ア その他福祉センターの設置の目的を達成するために必要な業務 

 

２ 業務の分類 

指定管理者が行う業務の分類は，別添４「指定管理者が行う業務の分類」のとおりとする。 

 

第５ 指定管理者が実施すべき業務 

１ 福祉の増進を図るための各種の相談に関する業務 

⑴ 福祉の増進のための各種相談事業 

ア 要求水準 

福祉全般に関する総合的な相談窓口として，使用者に対し必要な情報の提供，及び支援

を行うこと。 

イ 業務内容 

（ア） 社会福祉に関する相談・支援事業を必要に応じて実施すること。 

 

２ 高齢者の健康の維持増進に関する業務 

⑴ 高齢者の健康の維持増進のための各種の指導及び訓練に関する業務 

ア 要求水準 

高齢者が健康的に日常生活を送ることができるように健康増進や介護予防等に関する事

業を実施すること。 

イ 業務内容 

（ア） 健康増進や介護予防につながるような，軽スポーツやレクリエーションの講座等

を実施すること。（年４回以上開催） 

（イ） 高齢者の健康増進や介護予防に関する情報提供，及び相談業務を行うこと。 

（ウ） 使用者の体力・目的等に沿った事業を実施すること。 

（エ） 事業の実施に当たっては，他の公共施設，福祉施設，地域団体（自治会，地区民児

協，レクリエーション協会等）との連携，地域資源・人材の活用について考慮する

こと。 
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⑵ 浴室運営業務 

ア 要求水準 

公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号），公衆浴場法施行条例（平成５年千葉県条例第

３２号）等関係法令を遵守し，衛生管理の徹底，使用者の安全を確保すること。 

イ 業務内容 

（ア） 公衆浴場法施行条例（平成５年千葉県条例第３２号），公衆浴場における衛生等管

理要領に従い衛生管理を行うとともに，同条例第４条第１９号に定める管理要領を

作成し，同要領に基づき管理を行うこと。 

（イ） 公衆浴場法施行条例に基づく浴槽水等の水質基準及び水質検査に関する規則（平

成１５年千葉県規則第１１３号）に掲げる水質検査を行い，同規則の水質基準を満

たすよう水質を管理すること。 

（ウ） レジオネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針に基づく管理を

行い，レジオネラ属菌を発生させないこと。 

（エ） 浴槽水は使用日ごとに完全換水し，使用時間中は常時，お湯をオーバーフローさ

せることにより換水させること。 

（オ） 使用者の入退室の管理を適切に行うこと。 

 

３ 地域福祉活動の推進に関する業務 

⑴ 地域における福祉活動推進業務 

ア 要求水準 

地域福祉活動の拠点として，ボランティア（団体）に対する必要な情報の提供，その他

必要な支援を行うとともに，団体間の交流促進に努めること。 

イ 業務内容 

（ア） 福祉全般に関する総合的な窓口として，使用者に対し必要な情報の提供，その他

必要な支援を行うこと。 

（イ） ボランティア（団体）の育成・支援等を実施すること。 

（ウ） 各施設を使用し，団体間の交流を促進し，幅広い年齢層が楽しめるイベント等を

実施すること。（年４回以上開催） 

（エ） 事業の実施に当たっては，他の公共施設，福祉施設，地域団体（自治会，地区民児

協，レクリエーション協会等）との連携，地域資源・人材の活用について考慮する

こと。 

 

４ 福祉センターの施設及び設備の提供に関する業務 

⑴ 施設及び設備の貸出業務 

ア 要求水準 

使用者が円滑に施設を使用できるように案内するとともに，施設使用者への貸出業務を

適切に行うこと。 
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イ 業務内容 

（ア） 使用者が円滑に使用できるよう必要な案内を行うため窓口マニュアルを作成する

こと。 

（イ） 電話等での問い合わせ対応，使用者や見学者への施設案内等，適切な対応を行う

こと。 

（ウ） 新規使用者に対し，施設及び備品等の使用方法等の説明を行うこと。 

（エ） 使用者に，犯罪，火遊びや公序良俗に反する行為等を慎むこと，及び使用後の簡

易清掃や忘れ物の確認を行う等の注意を促すこと。なお，指定管理者は使用者の簡

易清掃後の点検，後片付け等を行い，次の使用者が気持ちよく使用できる環境を整

えること。 

（オ） 修繕，設備点検等により，貸出を制限する場合は，使用者への周知期間を十分確

保したうえで，福祉センター施設内への掲示や，ホームページ等に掲載する等，必

要な措置を講じること。 

⑵ 使用許可業務 

ア 要求水準 

条例の規定に基づき，使用許可又は取消し，あるいは制限を行うこと。 

イ 業務内容 

（ア） 施設使用の許可申請書の受付，及び許可を適切に行うこと。 

（イ） 施設使用の許可は，使用許可申請書の記載内容を確認したうえで，使用許可書を

発行すること。 

（ウ） 使用者数など日々の集計をし，月別等の統計をとること。 

（エ） 申請書等は，条例施行規則に規定される様式を，指定管理者の負担で用意するこ

と。 

（オ） 使用許可申請書又は使用許可書の写しなど使用許可に関する書類は，当該年度の

末日から起算して５年間保存すること。 

⑶ 備品等の貸出業務 

ア 要求水準 

使用者が円滑に使用できるよう備品・用具等の管理・貸出をするとともに，その取扱い

について適切に説明すること。 

イ 業務内容 

（ア） 使用者の活動等の便宜を図るために福祉センターの備品，用具等を必要に応じて

貸し出すこと。 

（イ） 指定管理者は使用者ニーズの高い備品等，地域福祉推進を図るための備品等を自

ら積極的に調達し，使用者に貸し出すこと。なお，備品等の調達及び設置にかかる

費用は指定管理者の負担とする。 

（ウ） 返却された備品は，次の使用者に貸し出す前に必ず点検・清掃・消毒を行うこと。 

（エ） 備品等の配置及びレイアウト替え，備品の貸出等，使用者の利便性を高めるため

に必要な対応を図ること。 
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⑷ 施設の使用受付業務 

ア 要求水準 

使用者が円滑に施設を使用できるように案内を行うとともに，使用者の受付業務を適切

に行うこと。 

イ 業務内容 

（ア） 使用者の使用申込みの受付，登録，各種案内，及び使用者への対応等を行うこと。 

（イ） 使用者が円滑に使用できるよう必要な案内を行うため，使用案内マニュアルを作

成すること。 

（ウ） 施設やサービス内容の特性を踏まえ使用者の利便性を十分に確保する運営を行う

こと。 

（エ） 施設により，使用できる対象者が異なるため，別添５「施設の使用資格」のとお

りとし，適切に受付業務を行うこと。 

⑸ 施設の使用促進業務 

ア 要求水準 

施設の使用促進を図るため，積極的かつ効果的に，施設，事業に関する宣伝・情報提供

を行うこと。また，使用促進の方法を企画し，実施すること。 

施設の使用方法，イベント案内，アクセス等についてホームページ等を利用し，積極的

に情報案内を行い，使用者数の増加に努めること。 

イ 業務内容 

（ア） 施設案内及び情報提供のため，パンフレットを作成し，配布すること。 

（イ） ホームページによる情報提供等を行い，各種イベント，自主事業の周知や宣伝活

動を行うこと。 

（ウ） 本市の広報紙「広報やちよ」や，その他の情報紙への情報提供を行うこと。 

（エ） その他使用促進の方法を企画し，実施すること。 

 

５ 福祉センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

施設の維持管理については，以下のとおりとするが，別添６「施設維持管理業務内容」につ

いても参照のこと。 

⑴ 施設維持管理業務 

ア 要求水準 

指定管理者は，関係法令等を遵守し，日常的に施設の点検を行い，美観を維持し，安全・

安心して使用できるように施設の保全に努めるとともに建築物等の不具合を発見した場合

は，速やかにその改善が図られるよう適切に対処すること。 
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イ 業務内容 

（ア） 施設の日常点検，法定点検，定期点検等を行うこと。 

（イ） 天井・外壁の雨漏り，劣化，床，階段及び手すり等の劣化・損傷等，使用者の安全

に配慮した点検を行うこと。 

（ウ） 施設の内装等の防腐，カビの発生防止，扉・窓の正常な作動等の日常的な保守を

行うこと。 

（エ） 建築物が正常に機能しない場合，又は正常に機能しないおそれが明らかになった

場合には，適正な方法により応急の対応をするとともに，市に報告すること。 

（オ） 劣化診断や劣化判定及び修繕が必要とされる不具合については，市と協議の上，

劣化等の判断，修繕の決定を行うこと。 

（カ） 指定管理者の責めに帰すべき事由に関する建築物の更新費用は，指定管理者の負

担により修繕を行うこと。 

（キ） 管理運営上必要となる電気，ガス，上下水道料金は，指定管理料に含まないもの

とし，電話料金，その他各種燃料等については，原則として指定管理者料に含まれ

るものとする。ただし，指定管理者は，省エネルギー化等に積極的に取り組み光熱

水費等の削減と使用者の利便性の向上を図ること。 

⑵ 設備維持管理業務 

ア 要求水準 

指定管理者は，福祉センターの設備等が正常な機能を保持し，使用者が安全かつ快適に

施設を使用できるように，設備等の日常点検，保守管理業務を行い，正常に機能しない，

又は，しない恐れがある場合には，適切な方法により応急の対応をすること。なお，詳細

は別添７「各種定期保守点検業務基準書」のとおりとする。 

イ 業務内容 

（ア） 設備の日常点検，法定点検，定期点検等を実施すること。 

（イ） 法令対応が必要な設備の点検，またその際に必要な消耗品の交換等に必要な費用

は，指定管理料に含まれるものとし，法令点検等の対応は原則として指定管理者が

行うこと。 

（ウ） 正常に機能しない場合，又は正常に機能しないおそれが明らかになった場合には

適切な方法により応急の対応を行うとともに，市に報告すること。 

（エ） 設備の適正な運用を図るために行う運転及び監視並びにこれに関連する電力，用

水，燃料等の需給状態を管理すること。また，設備に応じて，適切な運転記録をと

ること。 

（オ） 設備の初期性能・機能保持のため，年１回以上運転中の機器を停止し，外観点検

機能点検，機器動作特性試験，整備業務を行うこと。 

（カ） 劣化診断や劣化判定及び修繕が必要とされる不具合については，市と協議の上，

劣化等の判断，修繕の決定を行うこと。 

（キ） 指定管理者の責めに帰すべき事由に関する建築設備の更新費用は，指定管理者の

負担とする。 
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⑶ 備品等維持管理業務 

ア 要求水準 

指定管理者は，本業務の履行に必要な備品等のうち，別添８「備品台帳」に示すものは，

市が無償で貸与するため，適切に管理すること。 

指定管理者は，福祉センター施設及び備品等について，正常な機能を保持し，使用者が

安全かつ快適に施設を使用することができるように点検，保守等を行い，正常に機能しな

い又はしないおそれがある場合には，適切な方法により対応をすること。 

イ 業務内容 

（ア） 備品等の日常点検，定期点検，日常の清掃等を行い，また，機械器具に当たって

は，保守等を実施すること。 

（イ） 備品等に必要な消耗品は指定管理者の負担とすること。 

（ウ） 指定管理料で購入した備品等は市に帰属すること。なお，指定管理者自身の負担

により購入した備品等の所有権は，指定管理者に帰属すること。 

（エ） 市に帰属する備品等は，八千代市財務規則（平成８年八千代市規則第１５号）に

基づき適切に管理すること。 

なお，管理に当たり備品台帳を整備し，年１回以上，現品との照合及び検品等を

行い，台帳を更新すること。 

（オ） 市所有の備品と指定管理者所有の備品に区分して適切に管理すること。 

（カ） 備品等の劣化・損傷等，老朽化や使用者の安全に配慮した点検を行うこと。 

（キ） 劣化判定及び修繕が必要とされる不具合は，市と協議のうえ，劣化等の判断，修

繕の決定を行うこと。 

（ク） 劣化・損傷等により修繕不可能となった備品は，買替え又はリース契約等を行

い，随時更新を図ること。また，備品等の更新にかかる費用は，指定管理料に含む

ものとする。なお，備品の買替又はリース契約等を行うに際しては，取得等方法を

市と事前に協議を行うこと。 

（ケ） 市に帰属する備品等を指定管理者の管理上の不備により破損及び紛失等があった

場合は，指定管理者がこれを修理又は弁済するものとする。 

（コ） 指定管理者が，管理運営のため福祉センターで必要とする備品等を指定管理者の

負担で設置する場合は，事前に市の承認を得ること。また，指定期間終了後はこれ

を撤去し，福祉センターの原状回復を行うこと。 

⑷ 衛生管理業務 

ア 要求水準 

指定管理者は，この仕様書に定めるもののほか，別添９「清掃業務基準」，別添１０「建

物環境衛生管理業務基準」に基づき，施設内の環境衛生を維持し，日常清掃，定期清掃を

実施し，常に清潔，美観を保持すること。また，空気環境の調整をはじめ，各種の衛生管

理及び環境測定を行うこと。 
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イ 業務内容 

（ア） 清掃業務 

（イ） 空気環境測定業務 

（ウ） 空気調和設備管理業務 

（エ） 小規模簡易専用水道管理業務 

（オ） 給排水衛生設備管理業務 

（カ） 害虫防除業務（生息調査を主に実施） 

⑸ 警備等業務 

ア 要求水準 

施設内の秩序を維持し，事故や盗難・破損等の犯罪及び火災等の災害発生を警戒・防止

し，使用者の安全を守るとともに財産の保全を図るため，別添１１「保安警備業務基準」

に基づき，随時巡回する等して保安警備業務を適切に行うこと。 

イ 業務内容 

（ア） 適切な運営体制により，使用者のプライバシー保護に留意しつつ防犯との両立を

図り盗難等犯罪の抑止に努めること。 

（イ） 消防法（昭和２３年法律第１８６号），建築基準法（昭和２５年法律第２０１号），

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）等関係法令及び監督官庁の指示等を遵

守すること。 

（ウ） 使用者の秩序の維持及び盗難等の予防対策や発生時の対処をするため，常時警備

を行うこと。 

（エ） 建物外部の通路等の除雪等を行い，使用者の安全を確保すること。 

（オ） 不審者・不審物を発見した場合には，警察への通報等，適切な対応をとること。 

（カ） ３６５日・２４時間体制で警備を行うこと。また，夜間及び休所日については，

機械警備や電話の自動音声対応を行うこと。 

（キ） 迷子の捜索・保護及び放送，拾得物の保管及び遺失物の捜索を行い，状況に応じ

て警察等の協力を要請する等，適切な対応に努めること。 

（ク） 警備実施事項の報告を行うこと。 

⑹ その他 

ア 植栽等の維持管理業務 

玄関周りや施設内等の植栽の美観を維持するため，適切な方法により剪定，病害虫駆除，

施肥，除草，清掃，散水等を行うこと。 

イ 廃棄物処理業務 

施設内から発生する全ての廃棄物は，関係法令等に則り，指定の方法により分別し適切

に処理すること。 

ウ 外構施設保全業務 

玄関周り，屋上及び敷地内等の公共性の高い場所並びに設備は，日常的に清潔にし，美

観を保つこと。また，排水設備等は，ゴミ，泥，その他の障害物が詰まらないよう管理す

ること。 
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エ 新型コロナウイルス感染症等対策業務 

新型コロナウイルス感染症その他の感染症への対策として，清掃業務と合わせて，必要

に応じて消毒を実施すること。また，入館時の検温，消毒液の設置等その他の対策につい

ては，国，県及び市の方針に基づき適切に行うこと。 

 

６ その他市長が施設の管理運営上必要と認める業務 

⑴ 経理に関する業務 

ア 規定の整備 

指定期間開始日の前日までに，財務事務の具体的な処理方法等に関する財務事務処理規

程を定め，これに基づき適正に処理すること。また，財務書類は，当該業務の完了する日

の属する年度の翌年度から１０年間保存すること。 

イ 口座の管理及び経理の区分 

指定管理料の出納は，市が特に定めた場合を除き他の会計と区分して経理するものとし，

独立した帳簿及び預金口座により管理すること。 

ウ 書類等の提出及び調査の協力 

市若しくは八千代市監査委員，又は八千代市議会の求めがあった場合は，管理運営業務

に係る財務書類及び文書等を提出し，又は出頭してその調査に協力すること。 

⑵ 事業計画書等の作成 

ア 年度事業計画書 

指定期間の年度ごとに，指定申請の際に市に提出した事業計画書，及び収支予算書の内

容を反映させた年度事業計画書並びに年度収支予算書を１か月前までに作成し，市の承認

を受けること。 

イ 自主事業計画書 

自主事業を実施する場合には，当該年度開始の１か月前までに自主事業計画書を作成し，

市の承認を受けること。 

⑶ 使用者満足度調査の実施 

指定管理者は，業務の質とサービスの向上を図ることを目的に，使用者等から福祉センタ

ー及び施設運営に関する意見を聴取するため，使用者満足度調査を１年に１回以上実施し．

その結果を市に報告すること。 

また，その他，アンケート用紙を常備し，随時，市民が意見を投稿できるようにすること。 

 

第６ 指定管理者が実施できる業務 

１ 自主事業 

指定管理者は，福祉センターを使用して，福祉センターの使用を阻害しない範囲で自らの提

案による事業を実施し，自らの収入とすることができる。 

なお，実施に当たり，当該年度の自主事業計画書との変更が生じる場合には，市と調整を行

うこと。 
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２ 自主事業を行うに当たっての留意事項 

⑴ 市の要求する管理運営業務に支障がないこと。 

⑵ 使用者に自主事業であることを明示すること。 

⑶ 自主事業に係る収支は，指定管理料と区分して経理すること。また，発生する経費に市か

らの指定管理料を充てないこと。 

⑷ 自主事業に係る経費及び徴収する売上等の収入並びに実施状況を報告すること。 

⑸ 許可や届出等が必要な事業を行う場合には，指定管理者があらかじめ関係機関に相談の上，

手続きを行うこと。 

⑹ 内外装工事を行った場合は，指定の期間終了時に原則として原状回復を行うこと。 

⑺ 自主事業の実施が適当ではないと市が認める場合には，承認が取り消されること。 

なお，取消しにより生じた指定管理者又は第三者の損害については，市は一切責任を負わ

ないものとする。 

 

第７ 事業報告書及び実績の評価等 

１ 事業報告書の作成，セルフモニタリングの実施 

⑴ 日次報告書  

指定管理者は，次の事項を記載した日次報告書を作成すること。 

ア 使用状況 

イ 管理運営業務の実施状況 

ウ 事故等の記録及び対応状況 

エ その他必要な事項 

⑵ 月次事業報告書 

指定管理者は，次の事項を記載した月次事業報告書を作成すること。また，翌月１５日ま

でに月次事業報告書に日次報告書を添付し，市に提出すること。 

ア 使用状況 

イ 管理運営業務の実施状況 

ウ 管理運営経費に係る状況 

エ その他必要な事項 

⑶ 年度事業報告書 

指定管理者は，次の事項を記載した年度事業報告書を作成すること。また，年度終了後 

３０日以内に年度事業報告書のほか，市が必要とする報告書を提出すること。 

ア 使用状況 

イ 管理運営業務の実施状況 

ウ 管理運営経費に係る収支決算 

エ その他必要な事項 

⑷ 自主事業報告書  

自主事業を実施した場合には，自主事業報告書を作成すること。 
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⑸ セルフモニタリング実施結果報告書 

市のモニタリング基準に沿って，年１回以上，セルフモニタリングを実施し，その結果を

市に報告すること。 

⑹ その他の報告書  

指定管理者は，関係法令等に規定する記録並びにその他市長が必要と認める報告書を作成

すること。また，指定管理者は，毎月定例会議を開催し，実施状況を報告すること。 

 

２ 業務の実施状況の確認（モニタリング）等 

⑴ 実施状況の確認 

市は，事業報告書等により，指定管理者が業務を適切に実施しているか確認する。 

なお，市は，必要に応じて立入検査等を実施する。 

⑵ 業務の基準を満たしていない場合の措置 

市は，実施状況の確認の結果，指定管理者が協定書及び仕様書に規定された基準を満たし

ていないと判断した場合，協定に基づき，指定管理者に対し必要な改善措置を講じるよう通

知や通告を行い，改善が見られない場合には，指定を取り消すことがある。 

 

３ 評価の実施及び公表 

⑴ 評価の実施 

市は，指定管理者より提出された各事業報告書及びセルフモニタリング実施結果報告書，

モニタリング結果により，市の評価基準に基づき評価を実施する。 

⑵ 評価結果の公表 

評価結果は，市ホームページ等にて公表する。 

 

第８ 指定の期間終了における業務 

１ 業務の引継ぎ 

指定管理者は，市の指示に基づき，次期指定管理者が円滑かつ，支障なく福祉センターの

管理業務を実施できるよう，自己の負担において，市及び次期指定管理者に対して遅滞なく

業務の引継ぎを行うこと。 

 

２ 原状回復 

指定管理者は，自己の責任及び負担において管理物件の原状回復を行うこと。ただし，市

の承認を受けた場合を除く。 

 

第９ 留意事項 

１ 管理運営の準備 

指定管理者は，使用者にとって円滑な指定管理移行を実現させるため，指定期間開始日の前

日までに以下の業務を自己の負担において行うこと。 

⑴ 協定の締結に関する市との協議 

⑵ 各種書類・規程の作成及び協議 
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⑶ 配置する業務従事者等の確保，研修 

⑷ 管理運営に必要な協議，届出及び許認可の取得 

管理業務の遂行に当たり必要となる届出等については，指定管理者の責任及び費用負担に

おいて実施し，届出等に係る文書の写しを市に提出すること。 

⑸ 現指定管理者からの業務引継ぎ 

指定期間開始前の令和９年１月から３月までの期間で業務に関する引継ぎを受けること。 

引継ぎに当たっては，令和９年４月から勤務予定の職員を対象とし，現指定管理者と十分

な協議を行うこと。 

なお，指定期間開始前に業務引継ぎに要した費用は，全て指定管理者として選定された応

募者が負担すること。 

⑹ その他管理運営業務を実施するための一切の準備 

 

２ 保険の加入 

指定管理者は，指定期間中，自らの過失等により施設及びその設備又は使用者等に損害を与

えた場合に備え，指定期間の開始日の前日までに賠償責任保険に加入し，当該保険に係る保険

証券の写しを市に提出すること。 

また，補償額は，次表を参考とし，指定管理者が決定すること。 

補 償 内 容 補 償 額 

賠 償 金 
対 人 賠 償 

 １人につき  １億円以上 

 １事故につき  １０億円以上 

対 物 賠 償  １事故につき  ２千万円以上 

 

３ 損害賠償 

指定管理者は，自己の責めに帰すべき事由により第三者に損害を与えた場合は，民法（明治

２９年法律第８９号），国家賠償法（昭和２２年法律第１２５号）及び協定書の規定に基づい

て，そのすべての損害を賠償すること。 

この場合において，損害を受けた第三者の求めに応じて市が損害を賠償したときは，市は指

定管理者に対して求償権を有する。 

 

４ 事故・苦情等の対応 

使用者等の事故・苦情等については，以下のとおり適切に対応すること。 

⑴ 事故 

事故処理マニュアル等を作成し，事故が発生した場合には，そのマニュアルに従い適切な

対応をするとともに，速やかに市に報告すること。 

⑵ 苦情等 

苦情等受付体制を確立し，福祉センターに関する要望及び苦情があった場合には，誠意を

持って適切な対応をするとともに，速やかに市に報告すること。 

なお，指定管理者は，カスタマーハラスメントに対して適切な対策を講じること。  
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５ 第三者への委託の禁止 

指定管理者は，本書で規定する運営又は管理業務の全部を一括して，第三者に委託し，又は

請け負わせてはならない。 

 

６ 見積りの徴収 

契約行為の際は，八千代市財務規則（平成８年八千代市規則第１５号）を参考に複数の業者

より見積書を徴収し，契約書等を取り交わすことが望ましい。なお，同規則に規定される担当

課で契約できる金額を超える場合には市と協議すること。 

 

７ 災害等の平常時の予防体制，災害応急活動等 

⑴ 平常時の予防体制 

指定管理者は，事故，犯罪，災害等の発生を警戒・防止するため，施設の保守点検及び巡

回などを適切に行うこと。 

⑵ 災害応急活動等 

ア 指定管理者は，災害等緊急時は，市や医療機関，関係機関と協力し，対応を図ること。 

注意報，警報が発令された場合は，直ちに使用者等にその旨を伝達できるよう訓練及び

放送設備の保守等を適切に行うこと。荒天が予想される場合は，使用者等に注意喚起を図

り，あらかじめ備品等の固定・収納を行うこと。 

イ 指定管理者は，事故，犯罪，災害等の発生に備えた危機管理体制を構築するとともに，

危機管理計画及び使用者等の避難，誘導，安全確保等及び必要な通報等についての対応マ

ニュアル（危機管理マニュアル等）を整備すること。 

ウ 施設内において人身事故，管理物件の損傷その他の事故が発生し，又は不測の事態が生

じた場合には，直ちに市に報告し，適切に対処し，二次災害を引き起こさないよう処置を

行うこと。荒天後（降雪時含む）は，施設内を巡回し，被害の有無を確認し，危険個所につ

いては適切な処理を行うこと。 

エ 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を設置し，適正に管理すること。また，従事者に普通救

急講習を受講させる等，不測の事態に備えること。 

なお，業務責任者，及び副業務責任者は，本市消防本部が主催する普通救命講習を受講

し，応急措置（急病人対応を含む）や，ＡＥＤの操作方法等について取得すること。 

オ 指定管理者は，事故等が発生した場合は，市と協力して原因調査に当たること。 

カ 市が緊急に防災拠点，避難所等として福祉センターを使用する必要がある場合は，市の

指示により，避難者等を受け入れること。 

また，災害時においては，福祉センター内に災害ボランティアセンターが開設され，八

千代市社会福祉協議会により運営されることから，指定管理者は設置場所や運営面での支

援について協力すること。 
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第１０ 添付書類 

別添１ 文書保存期間基準表 

別添２ 個人情報の取扱いに関する特記仕様書 

別添３ 八千代市職員等の公益通報に関する要領 

別添４ 指定管理者が行う業務の分類 

別添５ 施設の使用資格 

別添６ 施設維持管理業務内容 

別添７ 各種定期保守点検業務基準書 

別添８ 備品台帳 

別添９ 清掃業務基準 

別添１０ 建物環境衛生管理業務基準 

別添１１ 保安警備業務基準 


